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はじめに 

陸域生態系は人間社会に対し様々なサービスを供給し

ている。生態系サービスを持続的に利用していくために

は，トレードオフや相乗効果といったサービス間の関係

を理解し，その関係が生じるメカニズムを解明すること

が重要である。なぜなら，生態系の改変・管理などによ

って一つの生態系サービスを増やすことができたとして

も，他のサービスが減少してしまうことがあるからであ

る。 
生態系サービス間の関係を明らかにしようとした従来

の研究は，ある時間断面においてサービス間の空間的関

係を解析したものが多い（7，9）。空間解析から得られ

たサービス間の負の相関関係は，単に排他的な土地利用

に因るものかもしれない。例えば，森林は木材生産や炭

素蓄積といったサービスを供給するが，農地と異なり，

大量の作物を生産することはできない。さらに，様々な

自然環境的，社会的，経済的要因により，生態系サービ

ス間の関係は時間的に変化する可能性がある。したがっ

て，生態系サービス間の関係を理解する際に，空間的不

均質性と同時に時間的な視点も重要と考えられる。 
そこで筆者らは，既存のデータを用いて，石狩川流域

の市町村の生態系サービスを 1980 年代から 1990 年代に

かけて評価し，サービス間の関係について検討した。本

稿では，その結果とともに，生態系サービスを評価する

場合の参考となるよう，その方法を紹介する。 
 

生態系サービスの評価方法 

石狩川流域の４５市町村ごとに５つの生態系サービス

（供給サービスである作物生産，家畜生産，飼料作物生

産， 調整サービスである水質および炭素蓄積）を評価し

た。なお石狩市の大部分は石狩川流域に含まれないため

解析から除外した。利用可能な既存データの制約から，

1980 年代，1990 年代前半，1990 年代後半の３時期に分

けて評価した。 
まず供給サービスは，いずれも農水省の市町村別長期

累年データを用いた（http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhy 
ou/sityo_tyouki/index）。作物生産サービスとしては，コメ

および小麦の面積あたり収穫量（ton/km2）を指標とした。

飼料作物生産サービスとしては，マメ科牧草，イネ科牧

草，まぜまき牧草，青刈りトウモロコシの面積あたり合

計収穫量（ton/km2）を指標とした。家畜生産サービスは，

乳牛， 肉牛， 豚， 採卵用鶏の飼養頭数に各家畜の平均

体重を乗じて求めた現存量（kg/市町村）を指標とした。 
調整サービスのうち，炭素蓄積量は InVEST（Integrated 

Valuation of Environmental Services and Tradeoffs ，

http://www.naturalcapitalproject.org/InVEST.html）を用いて

推定した。InVEST の炭素蓄積量の評価には，まず土地

利用・土地被覆図（以下，土地利用図と呼ぶ）が必要と

なる。国土地理院の土地利用図では二次林も成熟林も「森

林」として区分されている。しかし，森林によって炭素

蓄積量は大きく異なる。さらに北海道では炭素量に富む

泥炭土が分布しているが，土地利用図は土壌の不均質性

を反映していない。そこで本研究では，植生図（第２~
３回調査，第４回調査，第５回調査）と土壌図から新た

な土地利用図を作成した。次に必要なのは，土地利用カ

テゴリーごとの炭素蓄積量である。炭素は，土壌，堆積

有機物・粗大木質有機物，および植物体に蓄積している。

このうち，土壌，堆積有機物・粗大木質有機物，森林以

外の植生の植物体の炭素量は既存研究の値を用いた（1, 2, 
4~6, 8, 10, 11）。森林の樹木の炭素量は，森林資源モニタ

リング調査（林野庁）の北海道の毎木調査データおよび

相対成長式（3）を用いて，森林タイプごとに求めた。

これらの入力データを InVEST に与えて求めた炭素蓄積

分布図を元に，各時期・各市町村の面積あたり炭素蓄積

量（ton/ha）を求めた。 
水質は BOD （生物化学的酸素要求量）および SS（懸

濁物質量）を指標とした。各市町村の水質を代表するデ

ータがなかったため，石狩川流域内の４４調査地点の公

共用水域水質データ（北海道の水環境 http://envgis.ies.hro. 
or.jp/mizu_index.html）を用いて，集水域の属性から水質

を説明する線形モデルを各時期について作った。説明変

数として検討したのは集水域の標高，TWI（topographic 
wetness index），集水域内の水田，畑地，市街地，もしく

は湿原の割合である。最も AIC の小さいモデルを選択し

Masae ISHIHARA (Hiroshima Univ.  Higashi-Hiroshima 739-8529), Nobuhiko YOSHIMURA (Rakuno Gakuen Univ.  Ebetsu   
069-8501), Min FAN, Takahiro INOUE (Hokkaido Univ. Sapporo 060-0809), Yoshio MISHIMA (National Institute for 
Environmental Studies Tsukuba 305-8506),  Ai HOJO (SHIMOKAWA Research Institute for Forest and Future Society, 
Shimokawa 098-1206), Akiko NAGASAKA, Yasuyuki OHNO,  Takaaki TUDA (Forestry Research Institute, Hokkaido Research 
Organization, Bibai 079-0198),  Nobuyuki TSUJI, Hideaki SHIBATA ( Hokkaido Univ. Sapporo 060-0809) 
Relationship between ecosystem services in Ishikari River watershed, northern Japan 

民を対象とした評価事例を紹介した。 
調査アンケートでは地域住民を対象に，10 種類の生態系

サービスに対する重要度を尋ねた。その結果，供給サービ

スとともに文化・調整・基盤サービスに対する重要性が認

められた。また生態系サービスの種類によってその価値分

布は空間的に集中しており，特に野生生物の生息地保全に

対する重要度は集落や道路からの距離が近く，標高の低い

場所に高く集中しており，アクセスしやすい身近な自然環

境に対して保全意識が高いことが伺えた。 
 

空間評価における課題 

空間評価手法の開発研究や評価事例は多く，本講演で紹

介したような可視化ツールも公開されているが，現場への

応用には課題も多い。InVEST の特徴は，最低限の生態系

プロセス（機能評価）をサービス評価に導入する枠組みを

ツールの公開によって形にしたことである。生態系からの

供給量に基づいて受益評価まで行うという供給量～受益

量の評価フレームを提示している。但し，非専門家でも利

用可能な汎用性を重視しているため，生態学の分野で用い

られる複雑なプロセスベースモデルは，現在公開されてい

るバージョンでは含まれていない。現段階で公開されてい

るのは主に Tier1 と呼ばれるバージョンであり，個々のモ

デルの汎用性，精度について開発が進められているところ

である（詳しくは（2）を参照されたい）。現バージョンで

は汎用性を重視しモデルを簡素化している分，少ない入力

値やパラメータ設定に依存する。そのため研究者や専門家

による入力データの提供やパラメータ設定のアップデー

トが必要である。 
また SolVES の特徴は，個人の主観的な価値認識の評価

に注目しており，定性的な社会調査から得られるデータを

用いて定量化し空間評価を試みている点である。しかし，

特定のサイトにおけるアンケートの結果から社会的価値

を一般化する場合に注意が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生態系サービスを空間的に評価することは，サービス間ト

レードオフの解消や最適な土地利用の提案を目的として

いる。実際には釧路川流域の事例研究で行ったような極端

シナリオは現実的ではなく，極端な土地利用が行われない

限り，顕著なトレードオフが生じることはないであろう。

しかし，過去には急速な農地開発が道東地域で行われ，環

境変化を起こしていることも事実である。人間活動による

生態系への影響予測を行い，生態系サービスの変化を可視

化することは，一般には理解しにくい生態系サービスとい

う概念を地域社会において説明する場合に一つの手法と

して有効なのではないだろうか。今後は可視化の目的に応

じたより現実的なシナリオの提示や，現地観測に基づく影

響予測の検証など，試行錯誤によって地図化における課題

を解決していくことも必要である。 
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図-2 InVEST によって生態系サービス空間評価を実施した釧路川流域の事例（（5）より作成） 
a)生物多様性保全シナリオ、b)気候変動緩和シナリオにおける生態系サービス供給量の増減を地図化. 
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はじめに 

環境未来都市・下川町は、1953 年の国有林取得以降、60 年に

渡る循環型森林経営を基盤として、CO2オフセット（J-VER）や

木質バイオマスの利活用に先進的に取り組んでおり、現在は木

質バイオマスによる熱電事業、自然資本価値評価制度の構築な

どを進めている。 
 

InVEST 
InVEST（The Integrated Valuation of Environmental Services and 

Ttradeoffs, http://www.naturalcapitalproject.org/InVEST.html）は、陸

水域の持つ生態系サービスを経済的に評価すると同時に、その

結果を地理情報システム（GIS）で見える化し、利害関係者間で

の合意形成に寄与することを目的としたツールで、生態系サー

ビスの価値評価・可視化ツールとして世界中で利用されている

（1）。しかしながら、日本ではまだ研究事例が少ない。 
 

自然資本の価値評価と見える化 
NPO法人しもかわ森林未来研究所では、自然資本価値評価制

度構築の第一段階として、下川町の持つ自然資本の価値評価を

町から受託し、国と同じ日本学術会議の答申に基づいた生態系

サービスの評価式（合理式）により下川町の自然資本を評価し

ている。また同研究所では、2013年に行ったアンケート「森林

を活かした取り組みに関する企業のニーズ分析」で（回答企業

141社、町からの委託事業）、植林による生態系サービスの機能

向上を説明するために、InVESTの3つのモデル結果（Carbon 
Storage and Sequestration: Climate Regulation炭素貯留機能、Nutrient 
Retention: Water Purification浄水機能、Habitat Quality生息地の質）

を用いている。 
本論文では、米国で開発された InVESTが日本の自治体で利用

可能かどうかを分析するため、InVESTと日本学術会議の答申に

基づいた生態系サービスの合理式について、物量推計方法、お

よび推計に必要なデータの観点から比較したので以下で紹介す

る。また2013年の企業アンケートで、生態系サービスの説明と

共に、自然資本オフセット制度の紹介（アンケート時は名称、

内容が若干異なる）を行い、その中で、①自然資本オフセット

制度をサポートするかどうか、②サポートする場合の理由を問 
 
 
 
 

 
うており、間接的に生態系サービスの可視化について問う設問

となったので、その結果も以下で紹介する。 
 

価値評価 
まず炭素貯留であるが、森林の炭素貯留量の推計方法は、「吸

収量(炭素トン/年)＝幹の体積の増加量(m3/年)×容積密度(トン

/m3)×拡大係数×炭素含有率」（2）と世界で共通しており、InVEST
炭素貯留モデル、合理式ともに炭素貯留量の推計には、伐採や

植林等により変動する「幹の体積の増加量(m3/年)」の把握が最

も重要となる。下川町では、町有林、私有林、国有林共同施業

団地部分でLiDAR調査を行い、正確な立木材積を把握している

こと、またHWP（Harvested Wood Product）についても、各年の

森林施業データが揃っていること等から、地上部・地下部の炭

素量、および木材中に固定された炭素量が適切に推計でき、炭

素貯留モデルおよび合理式共に、精度の高い推計結果が得られ

た。林業に卓越した下川町では、森林に関する基礎データだけ

でなく、最先端のデータも適宜追加していることから、炭素貯

留モデルの利用性も高いと言える。一方で、下川町のように

LiDAR データを持っていなくても、森林調査簿などの基礎デー

タがあれば、おおよその材積の把握や成長量予測が可能である

ため、炭素貯留モデルを利用することに問題はない。もっと詳

しく炭素貯留分析をしたい場合は、InVESTでは土壌や有機物も

扱えるため、土壌型ごとの炭素量や、有機物の伐採跡地や植林

地での変化量などのデータがあれば、よりミクロな分析も可能

となる。炭素貯留モデルは、林業の基礎データが揃っている日

本の自治体では総じて使いやすいモデルであると言える。 
 一方で浄水機能は、物量の推計方法が世界的に確立されてい

ないため、InVEST浄水モデルと合理式でも物量の推計方法が異

なる。合理式では、森林の貯水量を物量基盤としているのに対

し、InVEST浄水モデルでは流域での窒素・リンの除去量を物量

基盤としている。貯水量（合理式）は、降水量や蒸発散量のデ

ータから比較的容易に推計可能であるが、窒素・リンの除去量

（InVEST）は、土地利用区分ごとの窒素・リンの負荷量および

リテンション率のデータが必要となる。しかしながら、日本に

はこれらのデータ蓄積が少ない。これらは、米国では栄養塩が

河川に与える影響評価において通常的に用いられるデータであ 
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た。次にこのモデルを用いて，各時期・各市町村の水質

を推定した。 
サービス間の比較を行うため，各サービスは全期間・

全市町村の最大値を１とする相対値に変換した。そして

80 年代，90 年代前半，90 年代後半の各時期につき，２

つのサービス間の空間的同所性の指標として相関係数を

総当りで求めた（9）。 
 

全時期を通して見られたサービス間の関係 

いずれの時期においても作物生産量と炭素蓄積量の負

の相関が見られた（P < 0.001）。この関係は森林と農地の

排他的な利用から生じるものであった。森林は多くの炭

素が蓄積している。そのため，森林率の高い市町村ほど

面積あたり炭素蓄積量が多かった（P < 0.001）。一方，こ

うした市町村は，平地が少ないため水田率や畑地率が低

く（P < 0.001），面積あたり作物生産量が低かった。この

ような作物生産と炭素蓄積の負の関係は他地域でも報告

されており（例 9），かなり普遍的な関係と考えられる。

ただし，アグロフォレストリーや炭素蓄積を高める作物

栽培・収穫方法の確立などによって，作物生産と炭素蓄

積の関係を変えられる可能性はあるだろう。 
また，いずれの時期においても，乳牛頭数の多い市町

村は，飼料作物の生産量も多いという正の相関が見られ

た（P < 0.001）。乳牛の飼料として同一市町村の牧草地で

生産した飼料を部分的にでも用いていることを伺わせる。

一方，肉牛生産は外国産飼料への依存度が高いため，80
年代から肉牛頭数と飼料作物量との関係が弱く，90 年代

後半には関係が見られなくなった。家畜生産と飼料作物

生産の関係は，自然環境および社会経済的要因によって

変化すると考えられる。 
  

時間的に変化するサービス間の関係 

水質と炭素蓄積や作物生産との関係は，時期によって

異なった。80 年代には，森林率が高く炭素蓄積量が多く

作物生産量の小さい市町村では，河川水の SS 濃度が小

さかった（P < 0.001）。一見すると，この結果は，森林率

が高ければ，炭素蓄積サービスのみならず，水質調整サ

ービスも高いということを意味しているように見える。

しかし，90 年代前半になると，森林率は大きく変化して

いないにもかかわらず，SS 濃度は 80 年代に比べ低くな

った（P < 0.02）。さらに 90 年代後半になると，SS 濃度

と炭素蓄積量，作物生産量，森林率との関係は見られな

くなった（P > 0.60）。したがって，森林面積以外にも水

質を左右する要因があると考えられる。要因の特定はま

だできていないが，森林や農地の管理方法が変化して森

林や農地の質が変化したこと，水質規制や下水処理方法

の変化，ダム建設などが要因として考えられる。本結果

から言えることは，ある時間断面における空間解析のみ

ではサービス間の関係を誤って解釈してしまう可能性が

あるということである。 
 

おわりに 

既存データを用いることで，複数の生態系サービスを

空間的・時間的に評価できることを示した。しかし，実

務者が評価するにはまだ難しい面がある。その理由の一

つはデータが分散していることである。例えば，市町村

ごとの木材生産量を評価しようとすると，国有林，道有

林，民有林ごとにデータの所有者が異なり，データ収集

が難しい。また時間的な解析を行う場合は，一時期のデ

ータしかデータベースで公開されていない事が多く，手

作業で印刷物から入力する必要がある。データ公開が進

むことが望まれる。 
またより本質的な問題は，生態系サービスのモデルの

パラメータに，適切な値を与えるのが難しいという点で

ある。InVEST の炭素モデルであっても，土地利用区分

ごと，炭素プールごとに適切な炭素量を与えなければな

らない。現在蓄積されつつある生態系サービスの地図化

事例を比較し，まとめ，実務家が使いやすい形で情報提

供を行うことも必要であろう。例えば， InVEST のホー

ムページでは Sediment Nutrient retention モデルのパラメ

ータ値をデータベースとして公開している（http://www. 
naturalcapitalproject.org/database.html）。本研究が今後の生

態系サービス評価の参考となれば幸いである。 
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